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§５ ダム貯水池周辺及びダム下流河川環境への影響について 
これまで、ダム貯水池周辺及びダム下流河川環境への影響については、1億 5,000 万ｍ3規模の

貯留型ダムを対象とした『丹生ダム建設に伴う自然環境への影響について（近畿地方整備局、平

成 17 年 7 月 21 日）』（以下「中間まとめ」と呼ぶ）をとりまとめている。 

 

今回、貯留型ダム及び流水型ダムの建設に伴うダム貯水池周辺及びダム下流河川環境への影響

を予測・評価していくうえで、①規模・運用が変化した貯留型ダムについて検討する必要がある

こと、②調査対象範囲を姉川河口まで広げる必要があること、③流水型ダムについて検討する必

要があること、④環境省レッドリストの改訂（平成 18 年 12 月、平成 19 年 8 月）等へ対応する必

要があることから、必要となる調査・検討を実施した。なお、調査・検討の実施にあたっては、

既存の調査・検討結果を最大限活用することとしている。 

 

 

5.1 調査結果の概要 

表 5.1.1 に示すとおり、ダム貯水池周辺及びダム下流河川における動植物相・生態系・重要種

に関する追加調査、希少猛禽類（クマタカ）の繁殖状況調査、哺乳類（森林生コウモリ類）の生

息状況に関する調査を実施するとともに、自然環境へ与える影響について予測・評価した。 

 

表 5.1.1 調査の実施状況 

 平成 20 年度 平成 21 年度 

重 要 種 調 査 ○  
陸  域  

生 態 系 調 査 ○  

ダ ム 周 辺 生 態 系 調 査 ○  

生 物 相 調 査 ○  河 川 域 
ダ ム 下 流 

生 態 系 調 査 ○  

希少猛禽類（クマタカ）繁殖状況調査 ○ ○ 

森 林 生 コ ウ モ リ 類 生 息 状 況 調 査 ○ ○ 

 

 

 (1) 流域の植生 

中間まとめ時の流域植生図は、平成 6～7年度の調査結果に基づいて作成されていたため、平

成 20 年度に行った現地調査結果に基づき流域植生図を作成した。また、植生図に平成 6年まで

の森林施業範囲図を重ね合わせることで、樹齢等の概念を付加している。作成した植生図は、

図 5.1.1 に示すとおりである。 
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図 5.1.1 流域植生図（平成 20 年度作成） 
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(2) 動植物の重要な種 

平成 21 年度までの調査によって確認された動植物は、表 5.1.2 に示すとおりである。確認

種数が中間まとめ時点と比べて増加しているが、その理由の殆どはダム下流河川の調査による

ものである。 

 

表 5.1.2 動植物相の確認種数（平成 21 年度までの調査結果に基づく） 

分 類 群 確 認 種 数 分 類 群 確 認 種 数 

哺 乳 類 ７目 15科 32種 陸 上 昆 虫 類 23目 370科 2,996種 

鳥 類 16目 46科 156種 底 生 動 物 28目 123科   439種 

爬 虫 類 ２目 ５科 11種 陸 産 貝 類 ４目  16科   57種 

両 生 類 ２目 ６科 15種 植 物    152科 1,478種 

魚 類 ７目 ９科 29種 付 着 藻 類 12目  22科   158種 

※陸上昆虫類の確認種数には、クモ類（１目 16 科 84 種）を含んでいる 

 

 

これら確認種の中から、環境省レッドリスト等に基づき「重要な種」及び「重要な群落」を

抽出した。中間まとめ時点と比べ、環境省レッドリストの改訂、滋賀県レッドデータブックの

改訂が行われ、新規に追加された種、カテゴリーが変更となった種があることから、抽出にあ

たっては最新のレッドリスト等により重要種を再度確認している。抽出された動植物の重要な

種数は表 5.1.3 に、分類群ごとの重要な種は表 5.1.4(1)～(12)に示すとおりである。植物の

重要な群落としては、「針川のオオバ－クロモジ群集」が抽出された。 

また、既知の重要種の基本生態等について専門家等の指導・助言を得たが、中間まとめ時点

と比べて特段の新しい知見が得られた種はなかった。 

 
 

表 5.1.3 抽出された重要な種の種数（平成 21 年度までの調査結果に基づく） 

分 類 群 抽 出 種 数 分 類 群 抽 出 種 数 

哺 乳 類 ６目 ８科 17種 陸 上 昆 虫 類 ８目 22科 45種 

鳥 類 15目 34科 98種 底 生 動 物 ６目 ９科 ９種 

爬 虫 類 １目 ３科 ６種 陸 産 貝 類 ２目 ９科 22種 

両 生 類 ２目 ５科 13種 植 物    52科 109種 

魚 類 ６目 ８科 19種 付 着 藻 類        0種 

   ※クモ類の重要な種は抽出されなかった 
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表 5.1.4(1) 動物の重要な種の確認状況（哺乳類） 

 

 
表 5.1.4(2) 動物の重要な種の確認状況（鳥類 1/3） 
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表 5.1.4(3) 動物の重要な種の確認状況（鳥類 2/3） 
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表 5.1.4(4) 動物の重要な種の確認状況（鳥類 3/3） 
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表 5.1.4(5) 動物の重要な種の確認状況（爬虫類） 

 

 

 

表 5.1.4(6) 動物の重要な種の確認状況（両生類） 
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表 5.1.4(7) 動物の重要な種の確認状況（魚類） 
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表 5.1.4(8) 動物の重要な種の確認状況（陸上昆虫類） 
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表 5.1.4(9) 動物の重要な種の確認状況（底生動物） 

 
 

表 5.1.4(10) 動物の重要な種の確認状況（陸産貝類） 

 

 

 



 - 85 -

表 5.1.4(11) 植物の重要な種の確認状況（1/2） 
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表 5.1.4(12) 植物の重要な種の確認状況（2/2） 
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(3) 生態系（上位性） 

中間まとめ時点と比べ、上位性の注目種の選定方法に変更はなく、選定根拠に関する新たな

知見は得られていないことから、中間まとめ時点と同様に、上位性の注目種をイヌワシ及びク

マタカとする。 
また、中間まとめ以降に得られている当該注目種の繁殖・幼鳥の行動範囲に関する調査結果

をもとに専門家の指導・助言を得たが、当該種の行動圏内部構造を見直す必要がある調査結果

は得られていない。 
  

(4) 生態系（陸域典型性） 

中間まとめ時点の陸域環境区分は、植生、樹齢、伐採の状況等に基づいて抽出しているが、

この区分を見直す必要のある新たな知見は得られていない。 
また、陸域典型性を表す区分の選定方法を見直す必要がある調査結果は得られていないこと

から、中間まとめ時点と同様に、落葉広葉樹林（ミズナラ等）及び落葉広葉樹林（ケヤキ）を

陸域典型性を表す区分として選定する。 
 

(5) 生態系（河川域典型性） 

中間まとめ時点の河川域環境区分は、杉野川合流部より上流の高時川中～上流部を対象とし

て、魚類の分布や物理的環境から抽出されている。今回、検討範囲が姉川河口部まで延びるこ

と、平成 20 年度に実施した河川における調査において得られた新たな結果があることから、魚

類相及び河川形態の観点で河川域環境区分を見直し、「源流区間」「渓流区間」「里山区間」「里

山移行区間」「田園区間」「姉川区間」の６区分とした（図 5.1.2 参照）。 

 

(6) 特殊性 

 ダム集水域及びその周辺並びに高時川において、湿原、流出量の多い湧水地のような特殊な

環境に関する環境は、中間まとめ時点と同様に確認されていない。 
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図 5.1.2 見直し後の河川域環境区分 
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5.2 事業レイアウト 

中間まとめ時点の原石山、付替道路等のレイアウトを基本としつつ、検討対象ダムの規模に応

じた湛水域を設定した。貯留型ダムおよび流水型ダムの湛水域を図 5.2.1～図 5.2.2 に示す。 

 

 
図 5.2.1 貯留型ダムの湛水域等 



 - 90 -

 
 
 

 
図 5.2.2 流水型ダムの湛水域等 
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5.3 影響予測 

環境への影響予測は、中間まとめ時点と同様「ダム事業における環境影響評価の考え方（平成

12 年 3 月）」に準拠して行った。 

 

(1) 予測対象範囲 

対象事業による影響予測を行う範囲は、陸域については検討対象としている貯留型ダムと流

水型ダムのうち、より湛水規模の大きな貯留型ダムを基本とし、その堤体および湛水予定区域

といった直接改変域と、直接改変を行った付近の範囲とした。また、河川域については姉川河

口までの河川区域とした。予測対象範囲は図 5.3.1 に示すとおりである。 

 

(2) 予測の対象 

動物では、哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、昆虫類、魚類、底生動物および陸産貝類の重要

な種のうち、渡りなどの一時的利用ではなく対象事業実施区域周辺が主要な生息環境である種

や種群を予測の対象とした。 

植物では、維管束植物、付着藻類の重要な種・群落のうち、現地調査により確認地点が判明

している種・群落を予測の対象とした。 
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図 5.3.1 影響予測範囲 
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(3) 影響予測結果 

今回検討対象としている貯留型・流水型ダムは、何れもダム規模が小さくなることから、中

間まとめ時に検討対象とした従来計画ダムよりも自然環境への影響は低減される。また、中間

まとめ時の予測内容は、現時点における最新の知見に照らして妥当である。 

これらのことから、過去に調査・検討した結果を最大限活用することとし、中間まとめ時に

生息若しくは繁殖、生育への影響が予測された種及び新たに重要種に選定した種について影響

予測を行った。 

 

a) 動 物 

動物の重要な種に対する影響予測にあたっては、専門家の指導・助言に基づき、予測対象

となる種ごとではなく、一般生態から推定される生息環境の組み合わせ（『生息環境区分』と

呼ぶ）を設定して実施した。中間まとめ時に予測対象とした種も含め、今回設定した陸域の

生息環境区分を表 5.3.1、河川域の生息環境区分を表 5.3.2 に示す。 

 

表 5.3.1 生息環境区分（陸域） 
区分
番号

生息環境（陸域）
区分
番号

生息環境（陸域）
区分
番号

生息環境（陸域）

・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ブナ）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等）

・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・スギ植林（壮齢） ・スギ植林（壮齢）

・スギ植林（壮齢） のうち過去50年間伐採されていない場所 ・スギ植林（若齢）

・落葉広葉樹林（ブナ） かつ標高1000ｍ以下の場所 ・伐跡低木林（タニウツギ等）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ブナ）

・耕作地・住宅地 ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等）

・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・スギ植林（壮齢） ・スギ植林（壮齢）

・落葉広葉樹林（ケヤキ） のうち過去50年間伐採されていない場所 ・スギ植林（若齢）

・落葉広葉樹林（ブナ） かつ標高500ｍ以上の場所 ・伐跡低木林（タニウツギ等）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ブナ） ・伐跡群落

・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・草地

のうち標高1000m以下の場所 ・過去50年間伐採されていない落葉広葉樹林 ・落葉広葉樹林（ブナ）

・落葉広葉樹林（ブナ） （ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・過去50年間伐採されていないスギ植林(壮齢) ・落葉広葉樹林（ケヤキ）

・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ブナ） ・スギ植林（壮齢）

のうち標高500m以下の場所 ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・スギ植林（若例）

・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・伐跡低木林（タニウツギ等）

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・スギ植林（壮齢） ・伐跡群落

・落葉広葉樹林（ケヤキ） のうち本川及び主要な支川から ・草地

のうち過去50年間伐採されていない場所 500ｍ以内の場所 ・耕作地・市街地

・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等）

・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・伐跡低木林（タニウツギ等）

・過去50年間伐採されていない落葉広葉樹林 ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・スギ植林（若齢）

（ミズナラ等）のうち標高500m以上の場所 ・スギ植林（壮齢） ・伐跡群落

・落葉広葉樹林（ブナ） のうち過去50年間伐採されていない場所 陸域26 ・アカマツ-マルバマンサク群落

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） かつ本川及び主要な支川から ・アカマツ-マルバマンサク群落

・落葉広葉樹林（ケヤキ） 500ｍ以内の場所 ・ヒメコマツ群落

のうち渓流・源流区間の河川から ・落葉広葉樹林（ブナ） ・スギ植林（壮齢）

500ｍ以内の場所 ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・スギ植林（若齢）

・落葉広葉樹林（ブナ） ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・伐跡群落

・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・伐跡低木林（タニウツギ等） ・草地

・過去50年間伐採されていない落葉広葉樹林 ・落葉広葉樹林（ブナ） ・耕作地・市街地

（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・伐跡群落

のうち本川及び主要な支川から ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・草地

500ｍ以内の場所 ・伐跡低木林（タニウツギ等） ・伐跡草地

・落葉広葉樹林（ブナ） のうち標高500ｍ以下の場所 ・草地

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・落葉広葉樹林（ブナ） ・耕作地・市街地

・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・草地

・スギ植林（壮齢） ・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・耕作地・市街地

・落葉広葉樹林（ブナ） ・伐跡低木林（タニウツギ等） 陸域32 ・耕作地・市街地の周辺500m

・落葉広葉樹林（ミズナラ等） ・伐跡群落 陸域33 ・全　植生図生息区分

・落葉広葉樹林（ケヤキ） ・落葉広葉樹林（ブナ） 陸域34 ・草地

・スギ植林（壮齢） ・落葉広葉樹林（ミズナラ等） 陸域35 ・標高500ｍ以下の耕作地

のうち過去50年間伐採されていない場所 ・落葉広葉樹林（ケヤキ）

・伐跡群落

・草地

陸域１

陸域２

陸域３

陸域４

陸域５

陸域６

陸域７

陸域８

陸域９

陸域10

陸域11

陸域12

陸域13

陸域14

陸域15

陸域16

陸域17

陸域18

陸域19

陸域20

陸域21

陸域22

陸域23

陸域24

陸域30

陸域31

陸域25

陸域27

陸域28

陸域29
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表 5.3.2 生息環境区分（河川域） 

区分
番号

生息環境（河川域）
区分
番号

生息環境（河川域）
区分
番号

生息環境（河川域）

河川1 ・源流区間 ・渓流区間 ・里山区間

・源流区間 ・里山区間 ・里山移行区間

・渓流区間 ・里山移行区間 ・田園区間

・源流区間 ・田園区間 ・姉川区間

・渓流区間 ・姉川区間 ・里山移行区間

・里山区間 河川7 ・里山区間 ・田園区間

河川4 ・渓流区間 ・里山区間 ・姉川区間

・渓流区間 ・里山移行区間 ・田園区間

・里山区間 ・田園区間 ・姉川区間

河川12 ・姉川区間

河川13 ・全区間

河川2

河川3

河川5

河川9

河川10

河川11

河川6

河川8

 
 

 

動物の重要な種に対する影響予測は、冒頭に述べたとおり中間まとめ時に生息若しくは繁

殖への影響が予測された種及び新たに重要種に選定した種を対象に実施している。今回実施

した影響予測の対象種、及びそれらの生息環境区分は表 5.3.3 に示すとおりである。 

なお、表 5.3.3 に掲げた種のうち、①調査地域内に主要な生息環境がない種、②予測範囲

で確認がない種、③下流河川のみで確認されている種については、対象事業実施区域及びそ

の周辺は主要な生息環境ではないと判断されることから、影響予測の対象から除いている。 
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表 5.3.3 影響予測対象種及び生息環境区分 

生 息 環 境 区 分 分 類 群 種 名

陸域３ 陸 上 昆 虫 類 アオイラガ

陸 上 昆 虫 類
オオムラサキ、タケウチトゲアワフキ、チビコブスジコガネ、マヤサンコ
ブヤハズカミキリ、フタコブルリハナカミキリ、トラフホソバネカミキリ

陸 産 貝 類 ミヤコムシオイガイ、ヒメハリマキビ、カサネシタラガイ、タカキビ

陸域６ 陸 産 貝 類 ヒメカサキビ

哺 乳 類 カグヤコウモリ、モリアブラコウモリ、ヒナコウモリ、テングコウモリ

陸 上 昆 虫 類 クロカナブン

陸 上 昆 虫 類 ヤスマツアメンボ

陸 産 貝 類 ビロウドマイマイ属

陸域12 哺 乳 類 コテングコウモリ

陸域18 陸 上 昆 虫 類 オオダイセマダラコガネ、ヘリウスハナカミキリ

陸域19 陸 上 昆 虫 類 チャイロスズメバチ、クロマルハナバチ

陸域22 陸 産 貝 類 ニッポンマイマイ属の一種（ココロマイマイ類似種）、ヤマタカマイマイ

哺 乳 類 カヤネズミ

陸 上 昆 虫 類 コバネササキリ

哺 乳 類 カワネズミ

底 生 動 物 ニホンアミカモドキ

河川５ 魚 類 アカザ

河川７ 底 生 動 物 Pisidium属

河川11 陸 上 昆 虫 類 ヒトホシクラカケカワゲラ

陸域31･河川11 陸 上 昆 虫 類 ハタケノウマオイ

陸域35･河川９ 陸 上 昆 虫 類 コキベリアオゴミムシ

鳥 類 カンムリカイツブリ、チュウサギ、ミコアイサ、ウミアイサ、サメビタキ

陸 産 貝 類 フトギセルガイモドキ、ヒゼンキビ

鳥 類 オオバン、ズグロカモメ

両 生 類 コガタブチサンショウウオ

陸 上 昆 虫 類 オナガシジミ

哺 乳 類
コキクガシラコウモリ、キクガシラコウモリ、モモジロコウモリ、ユビナ
ガコウモリ

両 生 類 ニホンヒキガエル
※１

、カジカガエル

陸 上 昆 虫 類
マグソクワガタ、イッシキモンキカミキリ、フチムラサキノメイガ、オサ
ムシモドキ、セマルケシマグソコガネ、ミヤマフキバッタ属の一種

陸 産 貝 類 ニクイロシブキツボ

鳥 類
バン、マガモ、コチドリ、アオアシシギ、キアシシギ、イソシギ、チュウ
シャクシギ、シマセンニュウ、コヨシキリ、オオヨシキリ、オオジュリ
ン、カイツブリ

魚 類
ハス、ビワマス、スジシマドジョウ大型種、カジカ中卵型、ヌマムツ、ア
ブラボテ、ウツセミカジカ（琵琶湖型）

陸 上 昆 虫 類 セアカオサムシ

底 生 動 物
モノアラガイ、ヒラマキミズマイマイ、ミナミヌマエビ、フライソンアミ
メカワゲラ、キボシツブゲンゴロウ、ケスジドロムシ

※１　ニホンヒキガエルは、今回の重要種リストにおいてはアズマヒキガエルに分類している

※２　下線を付した種は、中間まとめ時に影響があると予測された種

陸域31

陸域11

陸域４

下 流 河 川 の み
で の 確 認

河川２

生 息 環 境 を
特 定 で き な い

調査地域に主要な
生息環境がない

予 測 範 囲 で
確 認 が な い

陸域７
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 直接改変による生息地の消失または改変により生息環境の変化の影響を受けることが予

測された動物の種は表 5.3.4 に、影響は甚大でないと予測されるものの生息環境を特定でき

ない等の理由から予測に不確実性が伴うとした動物の種は表 5.3.5 に示すとおりである。上

位性の注目種であるイヌワシ及びクマタカについては、『生態系（上位性）』において述べる。 
 

表 5.3.4 影響があると予測された動物の種 

分類群 貯留型ダム【7種】 流水型ダム【6種】 

哺 乳 類 カワネズミ カワネズミ 

両 生 類 アズマヒキガエル、カジカガエル アズマヒキガエル、カジカガエル 

魚 類 アカザ アカザ 

陸上昆虫類 
マグソクワガタ、イッシキモンキカミ

キリ 

マグソクワガタ、イッシキモンキカミ

キリ 

陸 産 貝 類 ニクイロシブキツボ － 

 
 

表 5.3.5 影響予測に不確実性が伴うとした動物の種 

分類群 貯留型ダム【10 種】 流水型ダム【11 種】 

哺 乳 類 

コキクガシラコウモリ、キクガシラコ

ウモリ、モモジロコウモリ、ユビナガ

コウモリ、カグヤコウモリ、モリアブ

ラコウモリ、ヒナコウモリ、テングコ

ウモリ、コテングコウモリ 

コキクガシラコウモリ、キクガシラコ

ウモリ、モモジロコウモリ、ユビナガ

コウモリ、カグヤコウモリ、モリアブ

ラコウモリ、ヒナコウモリ、テングコ

ウモリ、コテングコウモリ 

陸上昆虫類 フチムラサキノメイガ フチムラサキノメイガ 

陸 産 貝 類 － ニクイロシブキツボ 

 
 
 また、流水型ダムの下流河川においては、一時的な高濃度の濁水の発生等による生息への

影響が懸念される。しかしながら、ダムの運用が決定していないために環境保全対策の検討

が十分ではなく、ダム型式・運用が決定した後に環境保全対策も含めてあらためて検討を行

うこととした種は表 5.3.6 のとおりである。 
 

表 5.3.6 ダム下流河川において影響が懸念される種 

分類群 流水型ダム【3種】 

魚 類 アカザ 

陸上昆虫類 ヒトホシクラカケカワゲラ 

底 生 生 物 Pisidium 属 
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b) 植 物 

植物の重要な種に対する影響予測は、冒頭に述べたとおり中間まとめ時に生育への影響が

予測された種及び新たに重要種に選定した種を対象に実施している。中間まとめ時に生育へ

の影響が予測された種は表 5.3.7、今回新たに重要種に選定した種は表 5.3.8 に示すとおり

である。 

なお、表 5.3.8に掲げた種のうち、①既往調査で確認記録はあるものの近年の記録はなく、

過去の確認地点が不明な種、②下流河川のみで確認されている種については、予測対象から

除いている。 

 

表 5.3.7 中間まとめ時に影響が予測された種と予測結果 

中間まとめ時の環境影響予測結果

　対象事業の実施による土地の形質・形状の改変により生育地点の全て
または一部が消失する。

　対象事業の実施による土地の形質・形状の改変により、生育地点の一
部が消失し、直近に生育する生育地点の一部が消失する可能性があると
予測される。

　対象事業の実施による土地の形質・形状の改変により、直近に生育す
る生育地点の一部が消失する可能性があると予測される。

　対象事業の実施による土地の形質・形状の改変により、生育地点の一
部が消失し、直近に生育する生育地点の一部が消失する可能性があると
予測される。
　しかし周辺地域には生育地点が数多く確認されていることから、本種
の生育は現状よりも小規模ながら維持されると考えられる。ただし、影
響の程度が不明のためモニタリングによる監視を必要とする。

　群落に変化のおよぶ可能性がある面積が大きく、事業による影響を受
けることが予測される。

ミスミソウ、メグスリノキ、サワ
アザミ、エビネ、ナツエビネ

針川のブナ－オオバクロモジ群集

種　　名

ハコネシダ、ヒメサジラン、アサ
ダ、ウナギツカミ、サンインシロ
カネソウ、ジロボウエンゴサク、
シモツケ、ヤマタツナミソウ、ザ
ゼンソウ、クモキリソウ

コケシノブ、カラクサシダ、ノダ
イオウ、トリガタハンショウヅ
ル、ヤマシャクヤク、イワハタザ
オ、ハルユキノシタ、エチゴツル
キジムシロ、オオハナウド、オオ
キヌタソウ、シデシャジン、ワカ
サハマギク、ウチワドコロ、ビ
ロードスゲ

エゾフユノハナワラビ、コブシ、
カラマツソウ、ハナゼキショウ、
ナツズイセン、ノハナショウブ

 
 

表 5.3.8 新たに重要種に選定した種 

区 分 種 名

対 象 種
アズマシロカネソウ、オオバメギ、ウスバサイシン、オクチョウジザクラ、
ミツデカエデ、コカモメヅル、ヤマホトトギス、イヌアワ

既往調査で確認記録はあ
るが近年の記録はなく、
過去の確認地点が不明

ナガホノナツノハナワラビ、シシラン、クモノスシダ、シラネワラビ、シロ
ヤマシダ、イヌビワ、ツルネコノメソウ、シモツケソウ、マメダオシ、ナベ
ナ、ヌマダイコン、ホソバガンクビソウ、イブキアザミ、ヒルムシロ、オオ
タマツリスゲ、コケイラン

下流河川のみでの確認

ミズワラビ、イワヤシダ、ミヤマカワラハンノキ、タキミチャルメルソウ、
サイカチ、ノウルシ、ツゲ、ドクゼリ、オオマルバノホロシ、カワヂシャ、
カワラハハコ、フジバカマ、ネジレモ、ヒロハノエビモ、イバラモ、アゼガ
ヤ、トウササクサ、コガマ、アゼテンツキ、キンラン、アキザヤツシロラン  
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直接改変による生育地の消失または改変、直接改変以外の影響による生育環境の変化の影

響を受けることが予測された植物の種は表 5.3.9 に示すとおりである。 

 
表 5.3.9 植物の重要な種に対する影響予測結果 

貯留型ダム 流水型ダム 

直接改変による影響のみが予測された種 

【9種】 

シモツケ、ヤマタツナミソウ、オオキヌタ

ソウ、シデシャジン、ウチワドコロ、ウス

バサイシン、オクチョウジザクラ、ミツデ

カエデ、コカモメヅル 

【7種】 

シモツケ、エチゴツルキジムシロ、シデシ

ャジン、ウチワドコロ、ウスバサイシン、

オクチョウジザクラ、ミツデカエデ 

直接改変及び直接改変以外の影響が予測された種 

【11 種】 

ハコネシダ、ヒメサジラン、アサダ、ジロ

ボウエンゴサク、ザゼンソウ、クモキリソ

ウ、カラクサシダ、トリガタハンショウヅ

ル、ヤマシャクヤク、エチゴツルキジムシ

ロ、アズマシロカネソウ 

【9種】 

ハコネシダ、ヒメサジラン、アサダ、ジロ

ボウエンゴサク、ヤマタツナミソウ、ザゼ

ンソウ、クモキリソウ、トリガタハンショ

ウヅル、オオキヌタソウ 

直接改変以外の影響のみが予測された種 

 

該当なし 

【4種】 

カラクサシダ、ヤマシャクヤク、アズマシ

ロカネソウ、コカモメヅル 

直接改変及び直接改変以外の影響が予測されたが、周辺地域の生育状況から規模は小さく

なるものの生育が維持されると予測された種 

【13 種】 

コケシノブ、ノダイオウ、イワハタザオ、

ハルユキノシタ、オオハナウド、ワカサハ

マギク、ビロードスゲ、ミスミソウ、メグ

スリノキ、サワアザミ、エビネ、ナツエビ

ネ、イヌアワ 

【13 種】 

コケシノブ、ノダイオウ、イワハタザオ、

ハルユキノシタ、オオハナウド、ワカサハ

マギク、ビロードスゲ、ミスミソウ、メグ

スリノキ、サワアザミ、エビネ、ナツエビ

ネ、イヌアワ 
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c) 生態系（上位性） 

【イヌワシ】 
何れのダム型式の場合でも、本つがいの行動圏と対象事業は重なるものの営巣地と工事の

実施区域は離れており、本つがいはダム完成後も現在の行動圏で生息し続け、繁殖活動を継

続するものと考えられる。しかしながら、主要な狩り場と主要な移動ルートの一部が対象事

業により一部改変されることから、このことによる影響については不確実性が伴うと考えら

れる。 

 
【クマタカ】 
①クマタカＣつがいは、コアエリア内でダム堤体等の大規模な工事が実施されるとともに改

変される部分も比較的大きいことから、一時的につがいの生息が困難になると考えられる。

しかしながら、長期的にはつがいが再定着し、繁殖テリトリー内に残存する営巣に適した

環境において、繁殖活動を再開すると考えられる。 
②クマタカＢつがいは、コアエリア内におけるダム堤体等の大規模な工事の実施に伴う改変

により、一時的に生息・繁殖活動に影響があると考えられる。 
③クマタカＡ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇつがいは、コアエリア内で道路工事の実施による小規模な改

変が行われるものの、その改変の程度はわずかであり、工事中に一時的に繁殖率が低下す

る可能性はあるものの継続的に生息すると考えられる。 
 

 

d) 生態系（陸域典型性） 

貯留型ダムの実施により、落葉広葉樹林（ミズナラ等）が 3.2％、落葉広葉樹林（ケヤキ）

が 18.4％水没するため、この範囲に生息・生育する動植物のうち、落葉広葉樹林に依存した

動物の生息が困難になると予測される。 

 

一方、流水型ダムでは、試験湛水により落葉広葉樹林のミズナラ林等が 2.2％、ケヤキ林

の 13.6％が一時的に水没する。また、供用後の洪水調節地内の植生は、湛水の頻度、期間に

より、より水没に強い種へと変化するものと考えられるため、この範囲に生息・生育する動

植物のうち、落葉広葉樹林に依存した動物の生息が困難になると予測される。 

 

しかしながら、落葉広葉樹林（ミズナラ等）の多くは周辺地域に広い範囲で分布している

こと、その面積の減少は小さいことから、何れのダム形式においても残存する区域において

森林の階層構造等に大きな変化は生じないと考えられる。 

また、丹生ダムの集水域には落葉広葉樹林（ケヤキ）を含む落葉広葉樹林が広くまとまり

をもって成立しており、落葉広葉樹林（ケヤキ）に生息・生育する動植物は、この落葉広葉

樹林と共通して確認されている種が多く、周辺の落葉広葉樹林にも生息・生育可能と考えら

れる。さらに、直接改変の影響を受けずに残存する区域において、森林の階層構造等に変化

が生じないと考えられる。 

 

これらのことから、落葉広葉樹林（ミズナラ等）及び落葉広葉樹林（ケヤキ）に生息・生

育する動植物は、何れのダム形式においても生息・生育環境が減少すると予測されるものの、

その生息・生育は維持されると考えられる。 
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e) 生態系（河川域典型性） 

【源流区間】 
本区間は、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても改変されることなく残り、湛水域の

出現により水没することなく、貯水池より上流は連続性を保ちながら残存すると考えられる。 

また、「源流区間」では、ダム完成後の植生や魚類への流況、水質等の変化による影響はほ

とんどないと考えられる。 

これらのことから、源流区間は対象事業実施後も大きな変化は生じないと考えられる。 

 

【渓流区間】 
本区間は、貯留型ダムの堤体および貯水池の出現により約 16.5km、が消失し、湛水域の存

在により本川の上流部と奥川並川および尾羽梨川の上流部とが分断される。しかし、消失す

る区間に生息・生育する生物は貯水池予定区域の上流および下流本川の支川でも確認されて

いるとともに、近傍のダムではアマゴやタカハヤなどを確認していることから、貯水池にお

いても、これらの魚類が生息可能と考えられる。 

一方、流水型ダムの堤体および湛水域の出現により最大 13.3km の渓流区間が消失するが、

湛水による消失期間は短期間である。また、琵琶湖治水容量に貯留している時（平均で約 60

日）には、貯留型ダムと同じような魚類や鳥類が生息可能性と考えられる。 

また、貯留型・流水型ダムの何れにおいても、渓流区間は改変区域より上流にも存在し、

さらに上流の源流区間との連続性が保たれる。 

これらのことから、渓流区間は対象事業実施後も大きな変化は生じないと考えられる。 

 

【里山区間】 
本区間は、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、高時川の本区間上流の 0.4km がダ

ム本体の存在により消失する。消失する区間には、ツルヨシやヤナギ類が水辺に生育し、ア

ブラハヤ、シマドジョウが生息している。しかしながら、高時川の本区間の下流は事業の実

施後も改変されることなく残り、ダムより下流は連続性を保ちながら残存する。 

また、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、事業実施後は冠水頻度が低下し、中州

の水際などはネコヤナギが高木化し、河原にも木本類が生育すると考えられるが、現在の植

生が大きく変わるものではないと考えられる。 

これらのことから、里山区間は対象事業実施後も大きな変化は生じないと考えられる。 

 

【里山移行区間】 
本区間は、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、生息・生育環境の消失はなく、ダ

ム建設後も改変されることなく残る。 

また、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、事業実施後は冠水頻度が低下し、ネコ

ヤナギが高木化し、木本類が生育すると考えられるが、現在の植生が大きく変わるものでは

ないと考えられる。また、保全対策を講じることによりダム放流水質の変化は小さいと考え

られ、河床状況の変化も小さいと考えられる。 

これらのことから、里山移行区間は対象事業実施後も大きな変化は生じないと考えられる。 
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【田園区間】 
本区間は、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、生息・生育環境の消失はなく、ダ

ム建設後も改変されることなく残る。 

また、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、事業実施後は冠水頻度が低下し、木本

類が生育すると考えられるが、現在の植生が大きく変わるものではないと考えられる。さら

に、保全対策を講じることによりダム放流水質の変化は小さいと考えられ、河床状況の変化

も小さいと考えられる。 

これらのことから、田園区間は対象事業実施後も大きな変化は生じないと考えられる。 

 

【姉川区間】 
本区間は、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、生息・生育環境の消失はなく、ダ

ム建設後も改変されることなく残る。 

また、貯留型ダム・流水型ダムの何れにおいても、事業実施後は冠水頻度がやや低下する

が、現在の植生が大きく変わるものではないと考えられる。さらに、保全対策を講じること

によりダム放流水質の変化は小さいと考えられ、河床状況の変化も小さいと考えられる。 

これらのことから、姉川区間は対象事業実施後も大きな変化は生じないと考えられる。 
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【流水型ダム 洪水調節地の環境】 

 流水型ダムの事業実施により、ダム洪水調節地内は試験湛水に伴って一時的に湛水域が形成

され、試験湛水終了後には、陸域・河川域が出現する。これらの環境は、試験湛水による影響

が生じた後、出水時に繰り返される冠水により、ダム建設前と比べ変化することが想定される。 

また、今回検討対象としている流水型ダムは、異常渇水対策容量を琵琶湖に確保する（水位

を高くする）ことに伴う治水リスクを回避するために、琵琶湖水位に応じてダムの琵琶湖治水

容量に一時的に貯留する計画としており、通常の運用時よりも貯留期間が長くなる場合がある。

これは、一般的な流水型ダムには見られない特徴である。 

 

ここでは、一次的な冠水に伴う環境の変化について、ダム洪水調節地内の陸域と河川域に区

分して概略検討している。なお、ダム洪水調節地内の河川域とは、平常時において河川水が流

下する区間及びダム建設前でも冠水が生じていた区域を指し、ダム洪水調節地内の陸域とは、

ダム供用に伴って一時的冠水が新たに起きるようになった区域（ダム洪水調節地内における「ダ

ム洪水調節地内の河川域」以外の区域）を指す。 

 

ⅰ）ダム洪水調節地内の陸域 

 流水型ダムの場合、試験湛水時にサーチャージ水位まで一時的に水位上昇させた後、全量

放流して洪水調節地内を空の状態にする。供用後は、降雨強度及び琵琶湖水位に応じて貯水

位が変化することとなる。確率降雨規模別の陸域典型性にかかる水没面積は、下表に示すと

おりである。 

 

注１）琵琶湖の治水リスク回避のため、琵琶湖治水容量（2,000 万ｍ３）に一時貯留している場合 

 

また、琵琶湖開発が供用開始した平成４年～平成 18 年（15 年間）の実績水位を対象とし

て、琵琶湖の水位が制限水位（6月 16 日～8月 31 日は BSL.-0.2ｍ、9月 1日～10 月 15 日は

BSL-0.3ｍ）を越えている場合に貯留するという前提条件の下で、琵琶湖治水容量に一時貯留

する回数等を計算すると、次のとおりとなる。 

 

一時貯留回数 24 回 最大連続貯留日数 112 日 

年平均貯留日数 62.4 日（17.1％） 最小連続貯留日数  10 日 

※貯留日数は、琵琶湖治水容量内に貯水している日数を差す（必ずしも満水ではない） 

環境類型区分 一時貯留時注１） 通常運用 

陸域典型性の合計面積 1,874ha 1,874ha 

確率年：1/1 年  78ha（4.2％）  3ha（0.2％） 

確率年：1/3 年  86ha（4.6％） 18ha（1.0％） 

確率年：1/5 年  91ha（4.9％） 26ha（1.4％） 

確率年：1/10 年  96ha（5.1％） 32ha（1.7％） 

確率年：1/20 年 103ha（5.5％） 42ha（2.2％） 

確率年：1/50 年 120ha（6.4％） 63ha（3.4％） 

湛水により改変される 

陸域典型性の合計面積 

及び改変率 

確率年：1/100 年 140ha（7.5％） 89ha（4.7％） 



 - 103 -

これら冠水する区間には、コナラ、ケヤキ等の落葉広葉樹の他、スギ、ヒノキが河岸に生

育している。根元部が冠水した場合に大部分が生き残れる日数はコナラが 30 日、ケヤキが

130 日、スギが 100 日とされる※１が、比較的長期間にわたって冠水する場合があることから、

水没に強い種を除き枯死する可能性があり、水位低下後（冠水しない間）には先駆性の種が

優先的に生育するなど、当該区域の冠水頻度に応じた植生へと遷移していくことが一般的に

予想される。 

なお、流水型ダムの洪水調節地内における植生が、どの範囲で、どのように変化していく

かの検討については、琵琶湖治水容量の運用方法が未確定であることから、ダム型式確定後

に行うこととする。 

 

ⅱ）ダム洪水調節地内の河川域 

 洪水調節地内の河川域は試験湛水によって直接改変されるが、供用後の平常時には貯留を

行わず、河川の状態となる。 

洪水調節地内で確認された魚類のうち、上流域や支流域にも生息環境が広がっているアマ

ゴ、アカザ、タカハヤ等の種については、湛水時には上流域や支流域に退避していた個体が

平常時には戻り、洪水調節地内の一部に成立している生息環境や産卵環境を利用する可能性

が考えられる。 

底生動物についても、湛水時に生息状況が変化すると考えられるが、平常時には移動能力

のある水生昆虫を中心に、洪水調節地内の一部に成立している生息環境に生息する可能性が

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ H19 年度ダム水源地環境技術研究所 所報（財団法人ダム水源地環境整備センター,H20.11）調査研究 5-3 より 
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5.4 環境保全対策 

中間まとめ時点で検討されている環境保全対策の内容を見直す、或いは更に効果的な保全対策

が実現しているという状況ではないことから、中間まとめ時点に検討されている環境保全対策の

内容を基本としつつ、今回の影響予測結果に基づく保全対策の実施対象及び実施事項を整理した。 

 

(1) 動物の重要な種に対する環境保全対策 

今回予測された、動物の重要な種に対する影響に対し、表 5.4.1(1)～(5)に示す環境保全対

策が有効と考えられる。 

 

表 5.4.1(1) 哺乳類の重要な種に対する環境保全対策 

種 名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

カワネズミ 貯留型ダム・流水

型ダムいずれにお

いても、本体およ

び湛水域の出現す

る範囲において本

種の生息が困難に

なると考えられ

る。 

【方針】 
生息環境の改変面積の低

減・改変部分における生息環境

の復元を図る 
 
【内容】 

○主要な生息環境となる水

際の落葉広葉樹林の改変

面積の低減を図る 
○改変部分に落葉広葉樹林

（渓畔林）の植裁を行い生

息環境の復元を図る 
○残存区間を水路でつなぐ 

改変面積の低減および生息

環境の復元については、実施に

よる効果が見込める。 
水路の設置については、その

効果はもとより周辺自然環境

へ与える影響の検討が不十分

であるため、専門家の指導・助

言を得ながら検討する。 
保全対策の実施後もその効

果および見直しを行うための

モニタリング調査により、専門

家の指導・助言を得て順応的に

対応することで、保全対策の効

果が高まると期待される。 
 

表 5.4.1(2) 両生類の重要な種に対する環境保全対策 

種 名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

アズマヒキガエル 貯留型ダム・流水

型ダムいずれにお

いても、本種の繁

殖への影響が考え

られる。 

【方針】 
繁殖環境としての池の整備

を図る 

 

【内容】 
○事業地内を利用し、森林に

近い場所へ浅い湿地等の

繁殖環境を整備する 

繁殖環境を整備することに

より、繁殖環境が復元される効

果が期待される。 

カジカガエル 貯留型ダム・流水

型ダムいずれにお

いても、本種の繁

殖への影響が考え

られる。 

【方針】 
環境保全対策に資するデー

タを取得し、環境保全対策を具

体化する 

 

【内容】 
○生息状況の把握および流

水環境に重点をおいた環

境保全対策の検討 

保全対策検討のための十分

な知見が得られていないため、

継続的に生息状況を把握し、保

全対策を適宜検討・実施するこ

とで、本種に対する影響は可能

な限り回避・低減されると期待

される。 
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表 5.4.1(3) 魚類の重要な種に対する環境保全対策 

種 名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

アカザ 貯留型ダム・流水

型ダムいずれにお

いても、本種の生

息への影響が考え

られる。 

【方針】 
主要な生息環境である貯水

池下流の「里山区間」の保全 
 
【内容】 

○主要な生息環境となる「里

山区間」および「渓流区間」

の改変面積の低減および

復元を図る 

○流況・水質・土砂の連続性

の確保 

環境保全対策のうち、改変面

積の低減によって、生息環境の

改変が低減され、本種の生息へ

の効果が期待される。 
また、流況・水質・土砂の連

続性を確保することにより、主

要な生息環境のうちダム下流

部は現状のまま維持され、本種

の生息への効果が期待される。 

 
 

表 5.4.1(4) 陸上昆虫類の重要な種に対する環境保全対策 

種 名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

マグソクワガタ、 

イッシキモンキカ

ミキリ 

貯留型ダム・流水

型ダムいずれにお

いても、本種の生

息への影響が考え

られる。 

【方針】 

環境保全対策に資するデー

タを取得し、環境保全対策を具

体化する 
 

【内容】 

○生息状況の把握および環

境保全対策の検討 

保全対策検討のための十分

な知見が得られていないため、

継続的に生息状況を把握し、保

全対策を適宜検討・実施するこ

とで、本種に対する影響は可能

な限り回避・低減されると期待

される。 

 
 

表 5.4.1(5) 陸産貝類の重要な種に対する環境保全対策 

種 名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

ニクイロシブキツ

ボ 
貯留型ダムにおい

て、本種の生息へ

の影響が考えられ

る。 

【方針】 

移植を行う 
 

【内容】 

○確認された個体について、

適地への移植を行う 

移植によって本種の生息が

維持されることから、その効果

が期待される。 
また、保全対策の実施後もそ

の効果および見直しを行うた

めのモニタリング調査により

専門家の指導・助言を得て順応

的に対応することで、保全対策

の効果が高まると期待される。 
以上のことから、環境保全対

策の実施により、本種について

の影響は事業者の実行可能な

範囲で回避・低減されると考え

られる。 
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(2) 植物の重要な種に対する環境保全対策 

今回予測された、植物の重要な種に対する影響に対し、表 5.4.2(1)～(2)に示す環境保全対

策が有効と考えられる。 

 
表 5.4.2(1) 植物の重要な種及び群落に対する環境保全対策 

種  名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

【貯留型】9 種 

シモツケ、ヤマタツナ

ミソウ、オオキヌタソ

ウ、シデシャジン、ウ

チワドコロ、ウスバサ

イシン、オクチョウジ

ザクラ、ミツデカエ

デ、コカモメヅル 
 
【流水型】7 種 

シモツケ、エチゴツル

キジムシロ、シデシャ

ジン、ウチワドコロ、

ウスバサイシン、オク

チョウジザクラ、ミツ

デカエデ 

対象事業の実施

による土地の形

質・形状の改変に

より生息地点の全

てまたは一部が消

失する。 

【方針】 

消失する個体を移植する 

 

【内容】 

○直接改変の影響を受ける

個体の移植を行う 

○移植が難しい種や個体数

の少ない種、多年生以外の

種については、生育確認個

体から種子を採取し、生育

適地に播種を行う 

移植は個体の保全を図るもの

であり、その効果が期待できる

が、移植に関する知見および野

外における移植の事例が少ない

種があることから、専門家の指

導・助言を得ながら実施を検討

する。 

播種は移植が難しいと考えら

れる種について専門家の指導・

助言を得ながら実施を検討す

る。 

これら環境保全対策の実施に

より、対象事業により影響を受

ける生育個体への影響は、事業

者の実行可能な範囲内で回避・

低減されると考えられる。 

【貯留型】11 種 

ハコネシダ、ヒメサジ

ラン、アサダ、ジロボ

ウエンゴサク、ザゼン

ソウ、クモキリソウ、

カラクサシダ、トリガ

タハンショウヅル、ヤ

マシャクヤク、エチゴ

ツルキジムシロ、アズ

マシロカネソウ 
 

【流水型】9 種 

ハコネシダ、ヒメサジ

ラン、アサダ、ジロボ

ウエンゴサク、ヤマタ

ツナミソウ、ザゼンソ

ウ、クモキリソウ、ト

リガタハンショウヅ

ル、オオキヌタソウ 

対象事業の実施

による土地の形

質・形状の改変に

より、生育地点の

一部が消失し、直

近に生育する生育

地点の一部が消失

する可能性があ

る。 

【方針】 

消失する個体の移植を行

い、消失する可能性がある個

体のモニタリングを行う 
 
【内容】 

○直接改変の影響を受ける

個体の移植を行う 
○移植が難しい種や個体数

の少ない種、多年生以外

の種について生育確認個

体から種子を採取し、生

育適地に播種を行う 
○消失する可能性のある株

について、モニタリング

を行う 

移植は個体の保全を図るもの

であり、その効果が期待できる

が、移植に関する知見および野

外における移植の事例が少ない

種があることから、専門家の指

導・助言を得ながら実施を検討

する。 

播種は移植が難しいと考えら

れる種について専門家の指導・

助言を得ながら実施を検討す

る。 
モニタリングは消失の恐れの

ある個体に対し、影響がおよば

ない場合にはその個体と生息環

境が維持され、影響がおよんだ

場合には速やかに保全対策を実

施できることから、その効果が

期待できる。 

これらの環境保全対策の実施

により、対象事業により影響を

受ける生育個体への影響は、事

業者の実行可能な範囲内で回

避・低減されると考えられる。
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表 5.4.2(2) 植物の重要な種及び群落に対する環境保全対策 

種  名 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

【流水型】4 種 

カラクサシダ、ヤマシ

ャクヤク、アズマシロ

カネソウ、コカモメヅ

ル 

対象事業の実施

による土地の形

質・形状の改変に

より、生育地点の

一部が消失し、直

近に生育する生育

地点の一部が消失

する可能性があ

る。 

【方針】 

消失する可能性がある個

体のモニタリングを行う 
 
【内容】 
○消失する可能性のある株に

ついて、モニタリングを行う

モニタリングは消失の恐れの

ある個体に対し、影響がおよば

ない場合にはその個体と生息環

境が維持され、影響がおよんだ

場合には速やかに保全対策を実

施できることから、その効果が

期待できる。 

これらの環境保全対策の実施

により、対象事業により影響を

受ける生育個体への影響は、事

業者の実行可能な範囲内で回

避・低減されると考えられる。

【貯留型】13 種 

コケシノブ、ノダイオ

ウ、イワハタザオ、ハ

ルユキノシタ、オオハ

ナウド、ワカサハマギ

ク、ビロードスゲ、ミ

スミソウ、メグスリノ

キ、サワアザミ、エビ

ネ、ナツエビネ、イヌ

アワ 

 

【流水型】13 種 

コケシノブ、ノダイオ

ウ、イワハタザオ、ハ

ルユキノシタ、オオハ

ナウド、ワカサハマギ

ク、ビロードスゲ、ミ

スミソウ、メグスリノ

キ、サワアザミ、エビ

ネ、ナツエビネ、イヌ

アワ 

対象事業の実施

による土地の形

質・形状の改変に

より、生育地点の

一部が消失し、直

近に生育する生育

地点の一部が消失

する可能性がある

と予測される。 
しかし周辺地域

には生育地点が数

多く確認されてい

ることから、本種

の生育は現状より

も小規模ながら維

持されると考えら

れる。ただし、影

響の程度が不明の

ためモニタリング

による監視を必要

とする。 

【方針】 

消失する可能性がある個

体のモニタリングを行う 
 
【内容】 

○消失する可能性のある株

について、モニタリング

を行う 

モニタリングは消失の恐れの

ある個体に対し、影響がおよば

ない場合にはその個体と生息環

境が維持され、影響がおよんだ

場合には速やかに保全対策を実

施できることから、その効果が

期待できる。 

これらの環境保全対策の実施

により、対象事業により影響を

受ける生育個体への影響は、事

業者の実行可能な範囲内で回

避・低減されると考えられる。

【貯留型・流水型】 

針川のブナ－オオク

ロモジ群集 

 

群落に変化のお

よぶ可能性がある

面積は小さく、事

業による影響は小

さいと考えられる

が、予測に不確実

性を伴う。 

【方針】 

環境の維持およびモニタ

リングを行う 

 

【内容】 

○貯水池付近の落葉広葉樹

林の維持を図る 
○当該群落のモニタリング

を行う 

常時満水位以上の樹林の残置

は、群落の改変面積を減らすこ

とから、その効果が期待できる。 
モニタリングは消失の恐れの

ある群落に対し、影響がおよば

ない場合にはその群落が維持さ

れ、影響がおよんだ場合には速

やかに保全対策を実施できるこ

とから、その効果が期待できる。

これらの環境保全対策の実施

により、対象事業により影響を

受ける群落への影響は、事業者

の実行可能な範囲内で回避・低

減されると考えられる。 
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(3) 生態系（上位性）に対する環境保全対策 

今回の影響予測において、影響があるとされた生態系（上位性）の注目すべき種に対し、表 

5.4.3(1)～(2)に示す環境保全対策が有効と考えられる。 

 
表 5.4.3(1) 上位性の注目種に対する環境保全対策 

項 目 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

クマタカ 

（Bつがい） 

工事中、一

時的に生息・

繁殖活動に影

響があると考

えられる。 

【方針】 

工事の実施による負荷を最小

限にとどめるとともに、工事完了

後の正常な生息・繁殖状況を早期

に回復させる 

 

【内容】 

○工事工程の調整 
○改変跡地の早期復元 
○営巣木となる大木の保全 
○大規模工事の工程の検討 

工事工程の調整は、実施することによ

り、クマタカの繁殖活動への影響が低減

される効果が見込めると考えられる。 
 営巣木となる大木の保全および大規模

工事の工程の検討は、実施することによ

り、本つがいの生息・繁殖活動に対する

影響を低減する効果が見込めると考えら

れる。 
 改変跡地の早期復元および営巣木とな

る大木の保全は、クマタカの餌生物とな

る下位の生物を保全することが見込める

と考えられることから本つがいの生息・

繁殖活動に対する影響を低減する効果が

見込めると考えられる。 
 以上のことから、工事中の本つがいへ

の影響は回避できないが、工事完了後に

早期に本つがいの正常な生息・繁殖活動

を回復させるため、事業者の実行可能な

範囲内で効果的な対策であり、工事完了

後における本つがいへの影響は低減でき

ると考えられる。 

クマタカ 

（Cつがい） 

工事中、一

時的につがい

の生息が困難

になると考え

られる。 

【方針】 

工事の実施による負荷を最小

限にとどめるとともに工事完了

後に早期に生息を回復させる 
 
【内容】 

○工事工程の調整 
○改変跡地の早期復元 
○営巣木となる大木の保全 
○非改変区域の維持・保全（特

にダム供用後の営巣適地と

なる区域） 
○大規模工事の工程の検討 

工事工程の調整は、実施することによ

り、クマタカの繁殖活動への影響が低減

される効果が見込めると考えられる。 
 営巣木となる大木の保全および改変さ

れない区域の維持・保全は、実施するこ

とにより、クマタカが再び生息するため

の環境を整える効果が見込めると考えら

れる。 
 改変跡地の早期復元および大規模工事

の工程の検討の対策については、クマタ

カの餌生物となる下位の生物を保全でき

ることが見込め、クマタカが再び生息す

る環境に早期に整える効果が見込めると

考えられる。 
 以上のことから、工事中の本つがいへ

の影響は回避できないが、工事完了後に

本地域を早期にクマタカの生息環境とし

て回復させるため、事業者の実行可能な

範囲内で効果的な対策であり、工事完了

後において本地域をクマタカの生息環境

とすることが可能となると考えられる。 
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表 5.4.3(2) 上位性の注目種に対する環境保全対策 

項 目 環境影響 環境保全対策 環境保全対策の効果 

イヌワシ 

（Aつがい） 

生息・繁殖

を継続すると

考 え ら れ る

が、影響予測

に不確実性が

伴う 

【方針】 

工事の実施による負荷を最小

限にとどめる 

 

【内容】 

○改変跡地の早期復元 

改変跡地の早期復元は、イヌワシの餌

生物となる下位の生物を保全できること

が見込め、イヌワシの生息環境への影響

が低減される効果が見込めると考えられ

る。 
以上のことから、工事中および供用開

始後においてイヌワシの生息・繁殖活動

への影響は、事業者の実行可能な範囲内

で回避・低減できると考えられる。 

クマタカ 

（A,D,E,F,G 

つがい） 

工事中、一時

的に繁殖率が

低下する可能

性はあるもの

の継続的に生

息すると考え

られる。 

【方針】 

工事の実施による負荷を最小

限にとどめる 

 

【内容】 

○工事工程の調整 

○改変跡地の早期復元 

 

 工事工程の調整は実施することによ

り、クマタカの繁殖活動への影響が低減

される効果が見込めると考えられる。 

 改変地の早期復元はクマタカの餌生物

となる下位の生物を保全できることが見

込め、クマタカの生息環境への影響が低

減される効果が見込めると考えられる。

 以上のことから、工事中および供用開

始後においてクマタカの生息・繁殖活動

への影響は、事業者の実行可能な範囲内

で回避・低減できると考えられる。 

 

 

(4) 環境保全対策実施時に留意する事項 

 自然は人間の予測以上に極めて複雑で、関係性によってどこまでも連なっており、植物が基

本となる生態系は、人為的なインパクトの有無に関係なく常に変化していくものである。また

あらゆる自然現象には歴史的刻印が打たれており、自然を創り上げることができるのは、自然

自身の時間をかけた営み以外にないことを十分認識する必要がある。 

したがって、環境保全対策の実施にあたっては、自然環境の変化や事業実施に伴う自然環境

への影響を把握しつつ、自然が自ら創り上げていくための手助けをするような環境保全対策を

行うことが重要である。 

 

環境保全対策の実施にあたっては、引き続き専門家等の指導・助言を得ながら実施すること

とし、以下の事項に留意する。 

①予測された影響に対して、回避・低減を原則とする保全対策を実施する 

②環境保全対策は、これまでに実施してきた保全対策、あるいは保全対策に係わる資料に基

づいて実施し、保全対策の効果を検証しながら実際の対策にフィードバックさせる 

③保全対策の検討では、人との関わりや生物多様性の視点を考慮する 

④モニタリングは、保全対策実施後の植生の状況変化に対して順応的に対応できるよう、種

ごとに調査項目を検討する 

 

 


